
◎地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部を

改正する法律 
（平成二八年一二月二日法律第九五号）   

一、提案理由（平成二八年一一月一五日・衆議院総務委員会） 

○高市国務大臣 地方公務員の育児休業等に関する法律及び育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、

その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、育児または介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易に

するため、地方公務員について、育児休業等の対象となる子の範囲を拡大するとともに、

介護のため一日の勤務時間の一部につき勤務しないことができるようにする等の措置を

講ずるものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、育児休業等の対象となる子について、職員が特別養子縁組の成立について家

庭裁判所に請求した者であって、当該職員が現に監護するもの等を含むものとすること

としております。 

 第二に、職員は、要介護家族の介護をするため、三回を超えず、かつ、合算して九十

三日を超えない範囲内で任命権者等が指定する期間内において、休業をすることができ

ることとしております。 

 第三に、職員は、負傷し、もしくは疾病にかかった子の世話または要介護家族の介護

その他の世話を行うため、一日未満の単位で休暇を取得することができることとしてお

ります。 

 第四に、任命権者等は、職員が要介護家族を介護するために請求した場合において、

公務の運営に支障がないと認めるときは、所定労働時間を超えて勤務しないことを承認

しなければならないこととしております。 

 第五に、職員は、任命権者等の承認を受けて、要介護家族の介護をするため、連続す

る三年の期間内において一日につき二時間を超えない範囲内で勤務しないことができる

こととしております。 

 第六に、任命権者等は、職場において行われる職員に対する育児休業、介護をするた

めの休業等の利用に関する言動により当該職員の勤務環境が害されることのないよう、

必要な体制の整備等雇用管理上必要な措置を講じなければならないこととしております。 

 このほか、施行期日について規定するとともに、所要の規定の整備を行うこととして

おります。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成二八年一一月一八日） 



○竹内譲君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審査 

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、育児または介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にするた 

め、地方公務員について、育児休業等の対象となる子の範囲を拡大するとともに、介護 

のため一日の勤務時間の一部につき勤務しないことができるようにする等の措置を講じ 

ようとするものであります。 

 本案は、去る十一月十四日本委員会に付託され、翌十五日高市総務大臣から提案理由 

の説明を聴取し、昨十七日、質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、採決いた 

しましたところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院総務委員長報告（平成二八年一一月二五日） 

○横山信一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、育児又は介護を行う職員の職業生活と家庭生活の両立を一層容易にする

ため、地方公務員について、育児休業等の対象となる子の範囲を拡大するとともに、介

護のため一日の勤務時間の一部につき勤務しないことができるようにする等の措置を講

じようとするものであります。 

 委員会におきましては、育児・介護休業制度の利用実態と取得環境の整備方策、臨時

・非常勤職員の育児・介護休業のための条例制定等の推進、男性地方公務員の育児休業

取得促進の取組等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 


